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要  旨

地理情報を有効活用するためには，「どこに情報がある

のか」，「その情報はどのような内容を持っているのか」，

「その情報はどうすれば利用できるのか」といった情報の

メタデータを，位置的・時間的なキーワード等を用いて

検索することのできるクリアリングハウスが必要である。

本稿では，メタデータ作成支援システム及びメタデータ

分散検索システムの技術動向と国土地理院のクリアリン

グハウス整備への取組みについて報告する。

1. はじめに

地理的・属地的な情報は，国土地理院を始め多数の機

関( 国・地方公共団体・研究機関等) において，地図

(基本図・主題図等)，画像( 空中写真・衛星画像等)，

文献( 報告書・台帳等) などの様々な形態で存在してい

る。これらの情報の中には，所有する機関の内部での利

用に留まることなく，様々な目的のために広く有効活用

されるべきものが数多く存在すると考えられる。

地理情報をネットワークを通じて検索できるようにする

ためには，それぞれの地理情報に関するメタデータの整備

が必要である。地理情報を利用しようと思うユーザは，

クリアリングハウス( インターネット等の電子情報流通媒

体を活用した情報の流通システム) を介して，メタデータ

を検索することで利用目的に合致した地理情報の存在の

有無を知ることができる。もし，クリアリングハウスが無

ければ，ユーザは既存の地理情報の存在を調べる手段が

無く，新たに地理情報を作成せざるを得ないかもしれな

い。この場合，地理情報整備に関する重複投資が生じる

こととなる。一般に地理情報の作成には多大の経費が必

要であるので，このような重複投資を排することは極めて

重要である。重複投資の排除がクリアリングハウス整備

の大きな目的の一つである。また，ユーザはクリアリング

ハウスを介して，世の中に数多くの地理情報が存在して

いることを容易に知ることができる。これにより，地理情

報が再利用・相互利用される機会が増し，総体として地

理情報の利用コストを下げることが可能になる。このよう

に，クリアリングハウスは，地理情報の利用促進に不可

欠なものであるといえる。

このため，国土地理院では， クリアリングハウス( 試

※地図部地図技術開発室(平成11年度)

作版) を構築し，平成11年3 月からWeb ページ上で公開

している。今後，多くの機関にメタデータを作成・公開

してもらうためには，メタデータを簡単に入力・編集・管

理することのできるシステム( メタデータ作成支援システ

ム) が必要となる。また，メタデータの効率的な検索を

行うためには，1 つの場所から同時にネットワークに接続

された多数のデータベースに対して検索することのできる

システム( メタデータ分散検索システム) が必要となる。

ここでは，メタデータ作成支援システム及びメタデータ

分散検索システムに関する技術動向を紹介するとともに，

国土地理院のクリアリングハウス開発について報告する。

メタデータの整備及びクリアリングハウスの構築につい

ては， GIS 関係省庁連絡会議が平成10 年度末に決定した

「国土空間データ基盤標準及び整備計画」においても，最

優先課題と位置付けられている。

2. メタデータ作成支援システム及びメタデータ分

散検索システムの技術動向

(1) メタデータ作成支援システム

既存のメタデータエディタの調査を行い，機能と性能

の評価と検討を行った。また，メタデータ管理データベー

スの構築事例を調査し，必要となる技術の検討を行った。

これらを基に，メタデータ作成支援システムに必要となる

機能をまとめた。

a) メタデータの標準化

空間データ用のメタデータは，空間データを説明するた

めに作成される。メタデータは，空間データセットのカタ

ログとしても使われ，クリアリングハウスを通じて公開さ

れる。メタデータ作成支援システムを検討するためには，

このメタデータの標準に関する知識が前提となる。

今日知られているメタデータ標準として代表的なものを

表-1 に示す。

現在，各国の動向を踏まえ，ISO/TC211( 国際標準

化機構 第211 専門委員会) の場において国際標準の検討

が行われており，日本や英国では，その動向を踏まえつ

つ，標準案を作成し， ISO/TC211 による国際標準(IS)

が完成するまでの間，これを暫定的に使用することとして

いる。なお，日本のメタデータ標準の動向については， 3.1

で説明する。



b) メタデータ管理とデータベース

現在，多くのメタデータ検索 サイトにおいては， メタ

データのデータ量の増加への対応， キーワード検索の効率

化，可変長データの取り扱いのため, DBMS  (DataBase

Management System) のチューニングを行っている。

特に， インデックス技術の必 要性 は高く， データ量が

増加しても検索スピードの減衰を起こさない工夫が求めら

れている。また，メタデータが複数のノートに分散され同

時検索を行うような場合，0S やプラットフォーム, DBM

Sの物理的な構造の違いからメタデータの一元管理は困 難

になる。このような問題の解決のため, DBMS 間 の共 通

インタフェースに関連する技術として, XML  (extensible

Markup Language) やCORBA/IDL(Common Object

Request Broker architecture /  Interface Definition

Language) といった要素技術の利用が進められている。

c) メタデータ構築ツール

メタデータを作成 するため， メタデータの項 目に沿っ

て，データ要素を入力していく編集ソフトが必要となる。

メタデータの構築ツールは， メタデータ検索 システムと

セットで提供される場合と， 単独で提供される場合があ

る。

これまでのメタデータ構築ツールは，メタデータをTEX

T やSGML  (Standard Generalized Markup Language)

などで入出力するものと，汎用的なDBMS フォーマットに

入出力するものがある。 日本では，製品化はほとんど進

んでおらず，今後海外の製品の日本語対応化と平行して，

日本製のツールが求められる。

(2) メタデータ分散検索システム

メタデータ分散検索システムは，メタデータの管理形態

によって，さまざまな手法が考えられるが，ここでは，共

通プロトコルやインタフェースに関連する技術として，

Z39.50, XML 及びCORBA の調査を行った。 また，同時

に全文検索エンジンの調査も行い，必要となる技術の検

討を行った。

a) メタデータ分散検索システムの現状

メタデータを検索する情報システムは様々あり，最近で

はインターネットを利用して，分散されたメタデータを検

索し，場合によってはデータ提供を受けられるクリアリン

グハウスも多くみられる。(図-1 クリアリングハウスの

イメージ図)

クリアリングハウスの整備は，欧米を中心に進んでい

表-1 主なメタデータ標準

図-1 クリアリングハウスのイメージ図



る。北米のクリアリングハウスは， 図書館情報検索をは

じめ，地理情報や観測 情報検索など様々である。例えば，

FGDC のクリアリングハウスには, 200 近くのノートが登

録されており，それぞれ保有する空間データのメタデータ

を公開している( 表-2) 。国内では，国土地理院を始め

としていくつかの機関が，地理情報に関するクリアリング

ハウスを構築・公開している。 また，中央官庁を中心と

した行政情報公開のクリアリングハウスも利用されはじめ

ている。

b) Z39.50/ISO23950

Z39.50(ANSI/NISO Z39.50-1995) は， クライアント

/ サーバモデルに基づいた情報検索のための通信プロトコ

ルである。 1988 年 に最 初 の仕様 がANSI  (American

National Standards Institute) 規格になり, 1998 年に

国際標準規約としてIS023950-1998 に採択された。 国

内では1999 年にJIS X0806 として採用され，改訂 も進め

られている。元々， 電子図書館の検索 システムとして仕

様化が進んだ経緯もあり，改訂内容は， 図書館データに

関するものが多いが, SQL  (Structured Query Language)

への組み込 み, XML やCORBA との関 連などの作業 も

行っている。日本では，日本語化 の遅れや， 日本語形 態

素解析の組み込み， シソーラスの必要性が指摘されてい

る。今後は，これらの研究成果を取り込むことにより，I

SO23950 を利用した分散検索 システムの普及が広まると

考えられる。

c)XML

XML は, SGML を元に，これを大幅に簡略化 した文書

記述 言語 で あり, SGML と同 様 にDTD(Document

Type Definition) 「文書型定義」 を書 くことによって新

しい文書型を定義できる。グラフィック情報をXML で記

述する仕様として， SVG  (Simple Vector Graphics) な

どがあり，これらの仕様が普及することによって，地理 情

報を含む次世代インターネットの基盤仕 様として, EDI

(Electronic Data Interchange) やCALS(Continuous

Acquisition  and Lifecycle Support) 等に利 用されると

考える。

d) 全文検索エンジン

全文検索エンジンは大きく，ロボット型，ディレクトリ

型及びメタ型に分類される。ロボット型は， www 探索

プログラムを利用して，情報を収集するタイプ，ディレク

トリ型は，主題ごとに情報を手入力し，メタデータを構

築するタイプ，メタ型は，ロボット型やディレクトリ型の

検索エンジンを利用して，その結果を加工して表示する

タイプである。現在，検索エンジンが直面している問題と

して, www サーバ数の増加に伴い， www 情報検索

サービスのデータベースが肥大化し，計算機への投資額が

増加するという点と， インターネット上からwww の

データを自動収集するWeb ロボットの処理能力が不足す

る可能性が指摘されている。

3. 国土地理院のクリアリングハウス整備への取組

み

クリアリングハウスの構築を実現するためには，メタ

データ標準の策定や分散検索を行うためのシステム開発

を行う必要がある。国土地理院では，平成7 年にメタ

データ標準の開発に着手した。その後, ISO/TC211 に

おける地理情報に関する国際規格の検討動向や官民連帯

共同研究の成果も踏まえつつ，平成11年3 月に我が国初

の地理情報に関するメタデータ標準を制定した( 空間

データ標準化委員会, 1999) 。また，標準制定と同時に，

国土地理院の刊行する地理情報(CD-ROM 製品等) につ

いてのメタデータを整備し，インターネットを通じてアク

セス可能なメタデータ検索システムを構築・公開した。そ

の後，さらにシステム開発を進め，平成12 年3 月には，

情報検索のための国際規格ISO 23950 (JIS X 0806)

に準拠したクリアリングハウス・ゲートウェイを，我が国

で初めて構築・公開したところである。

以下に，国土地理院のこれまでの取組みについて概説

する。

3.1 メタデータ標準の策定

メタデータは，地理情報のデータセットに関する情報で

あり，データセットの内容，精度，履歴，地理的な範囲，

流通，想定される利用目的等を内容とする。 これまで地

表-2 海外のクリアリングハウス



理情報データセットに関する情報は，十分利用者に提供

されていなかったり，提供されていてもデータによってそ

の記述の内容や方法がバラバラであるために，利用者が

特定の利用目的に合致するデータか否かを判断する際に

困難があった。メタデータの標準化及びその整備が進む

と，地理情報のデータセットを保有する団体が，その資

産を維持管理するために活用できるとともに，第三者が

その所在，内容，品質，利用可能性等を調べるための情

報源となる。また，データ交換に際してのデータセットに

関する情報を提供することになる。

国土地理院では，平成7 年に「地理情報ディレクトリ

データベースの構築に関する研究」を開始し，その中でメ

タデータ標準等の策定に関する検討を行ってきた。その

後，平成8 年より建設省官民連帯共同研究制度に基づく

「GIS の標準化に関する調査」において，53 社の民間企業

と共同して包括的な地理情報標準に関する調査検討を行

い，その一環としてメタデータ標準に関する検討を実施し

た。これらの研究成果・検討結果を踏まえ，平成11 年3

月に我が国初の地理情報に関するメタデータ標準( 地理

情報標準 第1版- メタデータ) が制定されている。なお，

この「地理情報標準 第1 版」は， 地理情報 システム

(GIS) 関係省庁連絡会議において，国土空間データ基盤

標準の一部である「技術的標準」として位置付けられて

いるものである。

地理情報標準 第1 版では，メタデータについて二つの

適合性レベルを設けている。適合性レベル1( 約50項目)

は，メタデータのカタログ及びデータを発見するために設

けられるクリアリングハウスの活動を支援するために使わ

れるものであり，実際のデータセットを識別するための最

低限の要素で構成される。(表-3)

適合性レベル2( 約400 項目) は，データセットの完

全な説明を行うためにある。適合性レベル2 は，識別，

データ品質，系譜，空間データ表現，参照系，地物カタ

ログ，配布，メタデータ参照の8 つの項目より構成し，

必要に応じて，引用，責任者，住所，範囲， オンライン

情報源の各繰り返し項目を挿入利用する形式としている。

このほか，メタデータをXML を用いて記述する際のDT

D ，メタデータを拡張する方法，本標準の実装方法及び

実装例を附属書として提示している。 XML を用いたメタ

データの記述例を図-2 に示す。

3.2 国土地理院におけるメタデータ整備とインター

ネットを通じた検索の実現

国土地理院では，地理情報標準の制定と同時に，自ら

整備提供している「数値地図シリーズ」等のデータにつ

いて地理情報標準準拠のメタデータを整備するとともに，

インターネットを介してアクセス可能なメタデータ検索シ

ステム「国土地理院クリアリングハウス( 試作版)」を構

築し，平成11年3 月より国土地理院WEB サイトにおいて

公開を開始した。

この検索システムでは，地理情報データセットの題名，

シリーズ名，キーワード，参照日，緯度，経度，責任者

情報のうちの任意のメタデータ項目を指定して，メタデー

タの検索を行うことが可能である。

3.3 クリアリングハウス・ゲートウェイ( 分散検索シ

ステム) の導入

先に構築した「国土地理院クリアリングハウス( 試作

版)」は，単一の検索システムであり，諸外国ですでに構

表-3 メタデータ項目一覧( 適合性レベル1)



図-2 XML を用いたメタデータの記述例( 一部を省略)



築されているような，複数のクリアリングハウス・ノード

に対して同時一斉に検索( 分散検索) を行うことができ

ない。このため， ISO 23950 に準拠し，諸外国のクリア

リングハウスとも連携可能な分散検索システム「クリアリ

ングハウス・ゲートウェイ」を開発し，平成12 年3 月に

運用を開始した。なお，現状では，日本語対応の分散検

索システムソフトウェアがないため，ソースコードが公開

されているフリーの分散検索システムソフトウェアIsiteを

改造して日本語対応化を実現した。

クリアリングハウス・ゲートウェイ( 分散検索システ

ム) は，インターネットにおける情報検索システム(YA

HOO! 等) と同様の単一( スタンドアロン) の検索 システ

ムのようにも見える。しかし，これらの検索システムとは

次のような点で異なっている。(図-3)

1) 分散検索( 複数のシステムを対象とした同時一斉検

索) が可能であること。

図-3 従来の検索システムとの違い



2) 空間的位置， 日時等の数値を指定した検索や，デー

タ作成者，作成目的，データの概要， キーワード等，予

めきめ細かく設けられているメタデータ項目を指定した検

索を行うことが可能であること。

クリアリングハウス・ゲートウェイは， 複数のノードを

指定して検索を行う機能を有 している。 例えば， アメリ

カ合衆国における地理情報クリアリングハウス(FGDC ク

リアリングハウス) は， 200 近くのクリアリングハウス・

ノードから構成されているが，ユーザは， 200 のノードを

それぞれ個別に検索することもできるし， 200 全部を指定

して一斉に検索を行うこともできる。 クリアリングハウス

を検索したいユーザは，インターネットを通じてクリアリ

ングハウス・ゲートウェイの検索用Web ページにアクセス

するだけでよい。ゲートウェイにはクリアリングハウスを

構成する全てのノードが登録されているので，ユーザは任

意のノートを指定して検索 を行うことができる。 この場

合，ゲートウェイは，ユーザから受け取った検索命令を指

定されたノードに一斉に転送し，ノードから返される検索

結果を取りまとめてユーザに送り返しているだけである。

ゲートウェイ自身はメタデータ・データベースを管理 する

必要はない。

また，一般の検索 システムでは，主として，ユーザが指

定する任意の言葉( キーワード) を含むデータを検索する

のに対し，クリアリングハウスでは，例えば，北緯30 ～50

度及び東経130 ～150 度の範囲を含む地理情報，又は1990

年1 月1 日～1992 年12 月31 日の期間に作成された地理

情報といったように数値を指定 して検索を行うことが可

能である。また，「作成者」が「国土地理院」である地理

情報，又は「作成目的」に「都市計画」含む地理情報と

いったように，「作成者」や「作成目的」等のメ タデータ

項目を指定して検索を行うことができるため， 一般の検

索システムより，遙にきめ細かく検索を行うことが可能で

ある。( 図-4 ，図-5 ，図-6)

現在，国土地理院クリアリングハウス・ゲートウェイに

は，「国土地理院の刊行するCD-ROM 等に関するメタデー

タ検索 システム」及び「財団法人日本建設 情報 総合セン

ター(JACIC) に登録されているGIS データに関するメタ

データ検索 システム」 の2 ノードに加えて， 米国， カナ

ダ， オーストラリアのクリアリングハウスのうちの主要な

ノードを登録している。これにより，我が国で作成した地

理情報のみならず，世界各国で作成されている地理情報

を対象として，同時一斉に分散検索を行うことが可能と

なっている。なお， 現 在， 国土地理院 クリアリングハウ

ス・ゲートウェイから検索可能なクリアリングハウス・

ノードは次のとおりである。

* 日本国:国土地理院(数値地図データ)， JACIC

(各社のGIS データ)

* 諸外国: 国 連環境計画GRID-Sioux Falls ， AUSLIG

(豪州国土地理院)，豪州気象庁， カナダ・ナショナルア

トラス，NOAA( 米 国海洋大気庁) ， USGS  ( 米国地質

調査所) 等

4. 今後の課題

高度情報通信社会が進展する中で， GIS は，今後，各

種行政計画の策定をはじめとする社会経済活動の広範な

分野において諸活動の効率化，迅速化，確実化，機能の

充実，コストの削減等多様な効果が得られるものとして，

極めて大きな役割をはたすものと期待されている。 GISの

普及促進のためには，地理情報に関するメタデータの標

準化を行うとともに，クリアリングハウスの構築が不可欠

である。

国土地理院では，「国土空間データ基盤標準及び整備

図-4 検索条件の入力



計画」等を踏まえ，所要の標準策定や技術開発に取り組

んできており， 先般， 情報検索のための国際標準ISO

23950 に準拠し，諸外国とも連携が可能な地理情報クリ

アリングハウスの構築を，我が国で初めて実現した。

これまでにおけるメタデータの整備及びクリアリングハ

ウスの構築についての調査・研究を踏まえ，システム毎に

今後の課題をまとめると，

(1) メタデータ作成支援システム

地方自治体等におけるメタデータ整備の促進のために，

今年度の調査・研究を基に，早急にメタデータエディタ

を開発する必要がある。同時に，メタデータの整備方法

の確立のための検討も進める必要がある。

また, メタデータは現在もISO/TC211 で標準化作業

が進行中であり，引き続きその動向を調査するとともに，

既存のメタデータから国際規格のメタデータへの変換プロ

グラムの作成の検討等を行う必要がある。

(2) メタデータ分散検索システム

メタデータ分散検索システムについては，国際規格であ

るISO23950 プロトコルに準拠したソフトによって構築を

したクリアリングハウスの性能の検証を行うとともに，問

題点の分析及び日本語対応の開発，より使いやすい検索

インタフェースの改良等を進める必要がある。また，メタ

データ分散検索システムの高機能化のため，多言語検索

の分野の研究も同時に進める必要かある。さらに， クリ

アリングハウスの動向調査と実装の検討及びメタデータだ

けでなく実データの交換・相互利用も念頭に置き, XML

やCORBA 等の技術の調査も引き続き行う必要がある。

今後，国，地方公共団体，公益法人等において，メタ

データの整備，クリアリングハウスの普及及びノードの充

実を図るため，本研究作業によりシステム開発を進める

とともに必要な技術支援，情報提供等を行う予定である。

図-5 検索結果の一覧表示 図-6 検索結果のカタログ情報
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